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Ⅰ計画策定の趣旨 
本市は、平成 17 年(2005 年)3 月に海津町・平田町・南濃町の海津郡 3 町が合併して発

足しました。そこで本市は、合併後のまちづくりの指針として「海津市総合開発計画」

（基本構想）を、平成 19 年度（2007 年度）を初年度とし、平成 28 年度（2016 年度）を

目標年次とする本市の最初の総合計画として策定しました。 

平成23年度（2011年度）は、本計画の中間点にあたり、「海津市総合開発計画」（基本

計画）の前期5カ年が終了するため、これまでの進捗状況を踏まえ基本構想の趣旨を再認

識するとともに、前期基本計画の内容を点検・評価し、基本構想において示した本市の将

来像「協働が生みだす 魅力あふれるまち 海津」の実現に向けて、地域主権の進展、人口

減尐時代の到来、尐子化・超高齢社会の進展などの社会情勢の変化に対応できる基本計画

の後期5カ年を策定するものです。 

 

 

 

 

Ⅱ計画の性格と役割 
 「海津市総合開発計画」は、地方自治法に基づき策定する、地域における総合的かつ計

画的な行政の運営を図るための本市における最上位計画であり、将来の地域のビジョンを

描き、その道筋を明らかにするとともに、市民及び市(行政)のとるべき行動指針を示す役

割を担うものです。 

後期基本計画は、基本構想に基づき、本市の将来像「協働が生みだす 魅力あふれるま

ち 海津」を実現することを目的として、各施策分野の基本方針、展開方向、施策内容な

どを体系的に示しています。 

今後、策定される各施策分野の個別計画は、後期基本計画を踏まえることとし、既存の

個別計画については、後期基本計画と整合性を図りながら推進していくこととします。 
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Ⅲ計画の構成と期間 
「海津市総合開発計画」は、「基本構想」、「基本計画」及び「実施計画」から構成され

ます。 

 

基本構想 

基本構想は、本市がめざす将来像を掲げて、まちづくりの目標を設定し、その実現のた

めの施策の基本方針（大綱）を示すものです。 

計画期間は、平成 19 年度（2007 年度）を初年度とし、平成 28 年度（2016 年度）を目

標年度とする 10 年間としています。 

 

基本計画 

基本計画は、「基本構想」に基づき、本市の将来像を実現するために必要な施策を、部

門別に示したものであり、「戦略プロジェクト」は、全施策の各事務事業の創設・実施等

の過程で、全庁的に優先的に取り組んでいくべき方針を位置付けています。 

計画期間（後期計画）は、平成24年度（2012年度）から平成28年度（2016年度）までの

5年間とします。 

 

実施計画 

実施計画は、「基本計画」で示した部門別施策に基づき、財政的措置を含めて計画する

ものであり、毎年度予算の基礎となるものです。 

計画期間は3年間とし、各年度における主要事業の進捗状況及び財政事情等を勘案しな

がら毎年度見直し（「ローリング方式」と言います）を行います。 

        (2007)       〈計画の構成と期間>         (2016) 

平成 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 年度 

基本構想 
  

 

 

基本計画 
   

 

 

実施計画 
３年間(ローリング方式で毎年度見直し)  

           

           

10 年間 目標年次：平成 28 年度 

前期５年間 

（平成 19 年度から平成 23 年度） 

後期５年間 

（平成 24 年度から平成 28 年度） 
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Ⅳまちづくりの手法 

本市行政は、次の 3つの考え方を基本にこの計画を実施していきます。 

①市民と市（行政）との協働で進めます  

市民と行政の協働によるまちづくりを基本に、情報を共有し、相互理解のもとに、市民

と行政がお互いの立場に相応しい力が発揮されるまちづくりを進めていきます。 

 

②自己決定・自己責任で進めます  

地域主権は、地域のことは地域に住む住民が責任を持って決めることのできる活気に満

ちた地域社会を目指しています。本市は、限られた財源をどう配分するかを市民とともに

よく考え、「自己決定・自己責任」を基本としたまちづくりを進めます。 

 

③行政評価システムによるマネジメントで進めます  

より効果的で効率的な行財政運営を進めるため、行政評価システムによる総合開発計画

のマネジメントを行い、尐ないコストでより高い成果が上げられるよう、施策と事務事業

の改善を進めます。また、市民へ計画の進行状況について明らかにします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海津市総合開発計画 行政評価システム 

政

策 

施

策 

事

務

事

業 

〈施策評価〉 

○施策目標の達成見込み 
評価 

○事務事業の優先順位付け 

〈事務事業評価〉 

○有効性、効率性、妥当性の
判定 

○有効性、効率性の改善 
○予算編成への活用 
 

 

基本理念 

施策の大綱 

施 策 

施策の方向 

主要事業

基本理念 

事務事業 

基本構想 

（10 年間） 

基本計画 

（5 年間） 

実施計画 

（3 年間） 
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Ⅴ時代をとりまく社会環境 

 

1 交流社会の深化 

 地域経済の振興、新しい文化の形成、情報化社会の進展の帰結として、交流社会が進展

しており、一層深化していくことが予測されます。 

 

●第１が、地域からの国際交流の推進です。 

  社会、経済などの分野において、人・もの・情報・資金が国の枠を超えて自由に出入

りする国際化が進展し、私たちの生活の側面では、海外旅行の増加、外国人の居住、海

外情報の即時性の進展を背景に、海外の国々が身近な存在として認識され、自治体レベ

ルではなく、個人・地域レベルでの国際交流活動の必要性が高まっていきます。 

  そのためには、市民の国際感覚を養うとともに、自治体の姉妹都市交流の枠を超えて、

市民同士の国際交流・国際協力（支援）活動する機運を醸成していく必要があります。 

●第２が、都市・地域間交流の推進です。 

  地域経済の振興の大きな要素として交流人口の増加が挙げられ、全国各地で取り組み

が進んでいます。人口減尐社会では、交流人口すなわち観光客の多尐で地域活力の多尐

が決定づけられる社会となっています。 

  そのためには、人々が訪れたくなる「個性豊かなまちづくり」の推進が重要です。ナ

ンバーワンのまちづくりではなく、オンリーワンのまちづくりです。個性豊かなまちづ

くりは、地域の持つ固有の歴史・風土を活かすこと、地域産業を活かすこと、時代を先

取りした施策を展開することによって培われます。また、情報発信力の高いイベントの

開催も重要です。イベントに際しては、用意周到な準備と主催者自らが楽しむ仕組みが

不可欠です。 

  もちろん、地域間交流の促進のためには、国・県道を始めとした交流基盤である広域

交通網の充実が必要不可欠です。 

●第３が、市民交流の活発化です。 

  しかし、市民交流は、放置しておいて活発化するものではありません。市民が潜在的

に持っている協調性を引き出し、醸成していく仕組みづくりが重要です。各種講座の開

催などの交流機会の提供、NPO 活動等市民の自主的活動への積極的支援などが求められ

ます。 
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２ 共生社会の深化 

 科学技術至上主義の弊害の発生・深刻化、経済的合理主義の終焉、機械文明の行き詰ま

りがその引き金となって、共生型社会を進展させています。 

 

●第１が、自然との共生です。 

  具体的には、一つが「地球環境へのやさしさ」を取り戻すことです。そのためには、

地域をあげて温暖化防止のための CO2 排出削減に取り組む必要があります。電気自動車

の普及をはじめ、安心して自転車利用が可能な道づくり、車依存社会から公共交通優先

社会への転換が必要です。また、生活スタイルの見直し、太陽光発電の推進など省エネ

対策の強化や、ゴミの分別収集・再生利用の徹底、不要品交換市開催等が求められます。

さらに、市街地気候の緩和のために、自然環境の保全や敷地内緑化・壁面緑化・ベラン

ダ屋上緑化を推進することが必要です。 

  二つが「生物へのやさしさ」を醸成することです。すなわち、自然生態系の保全・再

生です。そのためには、緑と花のあふれるまちづくり、水辺の復興、トンボやホタルの

飛び交うビオトープ環境整備などが必要です。 

●第２が、多文化共生社会の実現です。 

  国内における労働市場の外国人開放の進展や国際化に伴い地域に居住する外国人が増

加することが予想されます。そのため、外国人への情報提供の充実など外国人に住みや

すい環境整備、外国人との文化交流機会の提供がますます重要となってきます。 

●第３が、世代間共生の推進です。 

それは、市民みんながやさしく暮らすことです。とりわけ、地域の弱者である高齢者

や子どもが住みやすいまちづくりが求められます。 

  そのためには、まず高齢者がいきいき暮らせる社会づくりです。高齢社会は、福祉費

の増大などが問題視されていますが、未来型社会であり、決して忌み嫌う社会ではあり

ません。なぜなら、高齢社会を実現したのは、先進国の証しだからです。そのためには、

茶道・華道、囲碁・将棋などの好老文化（高齢者の楽しみ）を産んだ中世、「老い」が

賢明と権威の象徴だった江戸時代のように、現代社会での一層の好老文化を育てる必要

があります。それは、消費・医療・福祉サービスの多様化を実現することです。また、

自立的で快適な日常生活を送れる生活環境整備、安全かつ容易に移動できる条件整備、

社会参加機会の拡大を図る「人にやさしいまちづくり」の一層の推進が必要です。 

  また、積極的な「尐子化社会への対応」が必要です。国・地域を挙げての育児のため

の時間・空間（保育所等）・コスト・エネルギーへの援助、男女共同参画社会の実現、

介護負担の軽減などの未来型福祉社会の実現こそ、その出口なのです。 
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３ 自立社会の深化 

 情報化社会の進展、交通網の整備等により地方都市の地理的不利益が解消され、地方交

付税の削減、税源移譲が進展する中で、地域の経済的自立の追求、権限の委譲による分権

型社会への移行、都市間競争の時代が進展し、経済・行政・まちづくり等あらゆる面で自

立社会が深化していきます。 

 

●第１が、地域経済の自立による都市自立の追求です。 

  財政基盤の確立を図るためには、産業振興が不可欠ですが、それは国・県の施策とと

もに市の施策展開も重要です。過去においては、工業誘致政策が重要視されてきました

が、国際競争の激化する今後においては、厳しい条件となります。これからは、市民起

業家、コミュニティビジネスの支援、地場産業の振興が重要です。それは、観光産業や

都市型産業と言われるデザイン・ソフトウェア産業等の知識集落型産業、及び地場産業

である農業の振興です。また、雇用面では身近な商店街、商店の振興も重要です。地元

商店・商店街は、価格や品揃えでは郊外大型店には太刀打ちできませんが、コミュニケ

ーションや商品知識力では負けません。こうした利点を活かし、尐しの工夫を付加して

地域の高齢者等の生活を支える機能を再生していく必要があります。 

●第２が、地域・市民の自立の推進です。 

それは、地域自治の強化、コミュニティ活動の活発化です。そのためには、協働型ま

ちづくりの推進を強化することです。協働のまちづくりとは、地域の住民、企業、NPO

等各種組織及び行政が、相互に理解し合い、違いを認め合った上で、地域をよくするた

めの共通の目標を設定し、対等に立場で目標達成に向けて知恵と力を出し合い進める活

動です。もともとまちづくりは、そこに住む住民が主体になって展開しないとよくはな

りませんが、今までは行政が住民要望を先取りしたり、要望に応えて実施してきました。

しかし、自治体財政の逼迫とともに、まちづくりも「造る時代から使う時代へ」、「物づ

くりから潤いづくりへ」、「新規開発からきめ細かな修復型整備へ」と変化する中で、地

域住民の参加・協力がなければできない課題へと変化してきました。それに応える取り

組みが今各地で取り組まれている「協働型まちづくり」であり、今後ますます重要にな

ってきます。 

  また、市民の自主的活動を積極的に展開するとともに行政の支援が必要です。古くか

らある地域の自治会活動はもちろんですが、スポーツ・文化活動、福祉ボランティア活

動や新しい公共をめざす NPO 活動などは地域自治を育む重要な活動ですので、積極的な

展開を醸成するとともにその支援が必要になっています。 
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Ⅵわたしたちのまち〝海津〟の姿 

 

1 海津市の概要 

①位置・面積  

 本市は、岐阜県の最南端に位置し、名古屋市の西約30kmに

あって、西部・南部は三重県に、東部は木曽・長良川に沿っ

て愛知県に、北部は養老郡・安八郡に、北東は羽島市に接し

ています。 

 本市の中央部を流れる揖斐川以東の地域は平地が広がり、

以西は急峻な養老山地とその裾野に広がる扇状地・平地から

なっています。 

東西方向は約13km、南北方向は約17km、総面積は112.31㎞2です。 

 

②自然  

本市には、東海地方の代表的河川である木曽・長良川が東境を、揖斐川が中央部を流れ、

市域内には北端を流れる大榑川、内水排水路としての役割も持つ大江川、中江川、養老山

地の水を集める津屋川などが流れています。これらの河川は、豊かな自然生態系が維持・

保全され、住民の生活に密着し、やすらぎと潤いを与えているとともに、河川によっても

たらされた肥沃な土壌に培われた豊かな田園地帯が広がっています。また、西部には、標

高500～800mの小高い山々が連なる養老山地があり、山麓では、みかん園や柿園が広がっ

ています。また、この山麓には、養老断層と呼ばれる活断層が南北に走っています。 

 気候は、冬季に伊吹おろしと呼ばれる北西風が強いものの、伊勢湾などの海洋性気候の

影響を受けて概して温暖な地域です。 

 

③歴史・沿革  

 養老山地の麓には貝塚や多くの古墳が残っており、縄文時代より人が住みつき早くから

開けていた地域です。木曽三川が複雑に入り組んでいたことから、輪中堤を築き土地や家

屋を水の脅威から守ってきましたが、常に洪水に悩まされてきました。しかし、幕府の命

によって薩摩藩士の平田靭負らのお手伝普請により行われた木曽三川の分流（油島の締切

堤）と大榑川洗堰の築造を行った宝暦治水事業、明治になってオランダの土木技師ヨハネ
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ス・デ・レーケらの指導によって行われた木曽三川の分流工事と巨石積堰堤などの治山・

治水の整備により洪水の危機が緩和され、その後は有数の穀倉地帯として発展してきまし

た。 

一方、行政区域については、明治4年（1871年）の廃藩置県によって笠松県など複数の

県に分かれ、その後岐阜県の所属となりました。また、明治30年（1897年）に海津郡が設

置され、昭和29年（1954年）に城山町（池辺村大字駒野新田、釜段字徳島編入）、石津村、

下多度村が合併して南濃町が、続いて翌年の昭和30年（1955年）に、高須町、東江村、西

江村、大江村、吉里村が合併、今尾町大字平原を編入合併して海津町が、今尾町（大字平

原を除く）、海西村が合併して平田町が誕生し、さらに平成17年（2005年）3月28日、この

3町が合併し本市が誕生しました。 

 本市は、「国営木曽三川公園」、「千代保稲荷神社」、「海津温泉」、「水晶の湯」

「クレール平田」、「月見の里南濃」などの観光資源に恵まれ、年間の入込客数は650万

人を超え、県内屈指の観光都市となっています。 
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２ 海津市の人口等 

①人口・世帯の状況  

 平成17年(2005年)の国勢調査によると、本市の人口は39,453人となっています。昭和40

年(1965年)からの推移をみると、昭和45年(1970年)から平成7年(1995年)までは増加傾向

にありましたが、その後は減尐に転じています。平成17年の人口は、平成7年の調査ピー

ク時に比べて約5.4％減尐しています。 

 一方、世帯数は増加傾向にあり、平成17年は11,315世帯となっています。こうしたこと

から、1世帯あたり人員は減尐傾向にあり、平成17年は3.5人となり、核家族化が進んでい

ることが伺えます。 

 また、市内に平成22年(2010年)4月1日現在、571人（外国人登録者）の外国人が生活し

ています。 

  

②尐子高齢化の状況  

本市の人口に占める0歳～14歳までの年尐人口は年々減尐傾向にあり、県人口動態統計

調査の平成20年(2008年)では13.1％と岐阜県の平均よりも低くなっています。逆に、65歳

以上の高齢者の割合は年々増加しており、22.2％で５人に１人以上が高齢者という状況で

あり、本市においても、尐子高齢化は確実に進んでいます。 

また、人口ピラミッド（5歳階級年齢別男女別人口）をみると、昭和55年(1980年)の

「釣鐘型」に近い形から、平成17年(2005年)は、50～59歳と15～24歳を中心に2つのふく

らみをもつ「ひょうたん型」に近い形となっています。ピラミッドの裾が狭まっているこ

とと高齢者層にウエイトが移っていることから、かなり尐子高齢化が進行していることが

伺えます。 

32,356 
31,206 

34,380 
37,671 39,538 40,811 41,694 41,204 39,453 

6,532 6,657 7,702 8,827 9,422 9,873 10,548 11,067 11,315 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

40,000 

45,000 

昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年

■人口・世帯の推移

人口（人） 世帯数（世帯）

１世帯当たり人員 

 資料：国勢調査

り人員 

 

5.0 人   4.7 人   4.5 人   4.3 人   4.2 人   4.1 人   4.0 人  3.7 人   3.5 人 

 

（人） 

(1965)   (1970)   (1975)  (1980)   (1985)   (1990)   (1995)  (2000)   (2005) 



H23.7 パブリックコメント 

11 

 

 

 

 
 

 

  

14.3%

13.1%

14.0%

15.8%

18.1%

20.5%

62.8%

64.7%

65.7%

66.6%

66.6%

66.5%

22.9%

22.2%

20.3%

17.6%

15.3%

13.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

岐阜県（Ｈ20年）

H20年

H17年

H12年

H7年

H2年

０～１４歳 １５～６４歳 ６５歳以上

2,000 1,000 0 1,000 2,000

0～ 4
5～ 9

10～14
15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49
50～54
55～59
60～64
65～69
70～74
75～79
80～84
85歳～

昭和55年(1980年）
男 女

2,000 1,000 0 1,000 2,000

0～ 4
5～ 9
10～14
15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49
50～54
55～59
60～64
65～69
70～74
75～79
80～84
85歳～

平成17年(2005年)
男 女

資料：国勢調査、平成 20 年は県人口動態統計

調査 

■年齢３区分別人口比の推移 

■人口ピラミッド（5 歳階級年齢別男女別人口） 

資料：国勢調査

り人員 

 

（人） 

平成 2 年(1990 年)  

平成 7 年(1995 年)  

平成 12 年(2000 年)  

平成 17 年(2005 年)  

平成 20 年(2008 年)  

岐阜県(平成 20 年)  
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③人口動態の推移  

 本市の人口動態をみると、出生数と死亡数による自然動態の増減は、平成11年(1999年)

以降、死亡数が出生数を上回る自然減尐が続いており、平成20年(2008年)速報値で163人

の減尐となっています。 

 また、転入と転出による社会動態の増減は、平成11年(1999年)以降、転出が転入を上回

る社会減が続いており、平成20年(2008年)は131人の減尐となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

395 394 411 393 

368 
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338 
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327 320 
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273 
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319 
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391 

221 
279 

-1 
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47 
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-133 

-212 

-103 

-300 

-140 -124 

-311 
-261 

-131 

-400 

-300 

-200 

-100 
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100 

200 

300 

400 

500 

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

資料：厚生労働省「人口動態統計」

り人員 

 
（人） 

（人） 

資料：県統計課「県人口動態統計調査」

り人員 

 

■出生数・死亡数の推移 

■転入転出差（転入者数－転出者数）の推移 

(1990)  (2008) 

(1990)  (2008) 
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３ まちづくりに関する市民意識調査結果(概要)にみる海津の姿 

海津市総合開発計画・後期基本計画を策定するにあたり、将来のまちづくりに対する市

民のご意見を聴くため、「海津市のまちづくりに関する市民意識調査」を実施しました。 

 調査の概要は以下のとおりです。 

 （1）調査地域 海津市内全域 

 （2）調査対象 満20歳以上の男女個人 

 （3）サンプル数 4,990（配布数5,000、内未着数10） 

 （4）抽出方法 無作為抽出 

 （5）調査方法 郵送配布・郵送回収 

 （6）調査時期 平成22年8月 

 （7）有効回収数 2,022（有効回収率 40.5％） 

 （8）調査内容 海津市民であることを誇りに思いますかなど全34項目 

（以下の項目はその一部） 

 

① まちへの誇りと愛着  

海津市民であることの誇りの有無・程度については、「ある程度誇りに思っている」人

が49.8％と最も高く、「非常に誇りに思っている」人の7％を合わせると、「誇りに思う」

人の割合が約6割であり、「誇りに思わない」人を16ポイント上回っています。 

 

 年齢別では、高齢者ほど「誇りに思う」人の割合が高くなっています。一方、「20

歳代」及び「30歳代」は、「誇りに思わない」人が50％を超えています。 

 

■「海津市民としての誇りの有無・程度」 

 

女

男

全体

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

7 49.8 32.5 8.3

2.4

8.6 49.8 31.2 8.4

2

5.5 50.3 33.3 8.2

2.7

非常に誇りに思っている

ある程度誇りに思っている

あまり誇りに思っていない

全く誇りに思っていない

不明

（％）

総数（人）

2,022

810

1,165

2.0

7.0
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② 住みやすさとその理由 

住みやすさの評価については、「大変住みやすい」が8.1％、「まあまあ住みやすい」が

59.5％となっており、海津市を「住みやすい」まちであると評価する人が2／3以上となっ

ています。 

 

住みやすいと評価する人の理由を見ると、「自然・生活環境がよい」ことが85.5％と際

立って高く、次いで「隣り近所との付き合いがしやすい」ことが28.8％、「子どもを育て

■「住みやすさ」の評価 

 

8.1

59.5

28

3.8 0.6

大変住みやすい

まあまあ住みやすい

住みにくい

大変住みにくい

不明

総数＝2,022人

28.0

■年齢別「海津市民としての誇りの有無・程度」 

 

７０歳以上

６０～６９歳

５０～５９歳

４０～４９歳

３０～３９歳

２０～２９歳

全体

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

7 49.8 32.5 8.3

2.4

6.3 38.9 41.1 13.2

0.5

4.3 42.9 37.4 13.8

1.6

4.7 46.5 37.8 9.4

1.7

3.1

53.5 31 9.9

2.5

9.5 50.2 31.2 5.4

3.7

13.2 58.8 23

2.5 2.5

非常に誇りに思っている

ある程度誇りに思っている

あまり誇りに思っていない

全く誇りに思っていない

不明

（％）

総数（人）

2,022

190

254

299

445

516

31823.0

31.0

7.0



H23.7 パブリックコメント 

15 

る環境がよい」ことが22.5％となっています。やはり、海津市の住みやすさは、自然環境

のよさであると言えます。 

一方、住みにくいと評価する理由は、「交通の便が悪い」ことが76.8％、「買物・娯楽施

設が十分でない」ことが55.7％であり、この二つの理由が大きな割合を占めています。 

 

③ 市政満足度評価  

各種施策の現状について市民の満足度を把握するために 34 項目について尋ねています。

これらの結果について、項目ごとに「満足」を＋2 点、「どちらかと言えば満足」を＋1 点、

「普通」を 0 点、「どちらかと言えば不満」を−1 点、「不満」を−2 点として点数評価した

結果で分析しています（なお、「不明」は母数から除外しています）。 

満足度が最も高いのは、「自然環境の豊かさ」で＋0.84 となっており、「満足」及び

「どちらかと言えば満足」と回答した人が 60.9％を占めています。次いで、「生活道路の

整備状況」が＋0.24、「火災の防止・消火体制（消防団等）の充実」が＋0.23、「ごみの収

集・処理の状況（回数・分別方法等）」が＋0.19、「災害（地震・洪水・豪雨等）からの安

全対策」が＋0.14 となっています。以下、「満足」が「不満」を上回っているものは、

「保健サービス（検診・予防接種等）の状況」（0.11）、「騒音・振動・悪臭等の公害対策」

（0.03）、「文化財・伝統行事の保護対策」（0.03）、「川・水路・池の整備状況（転落危険

防止等）」（0.01）となっています。 

逆に「不満」が高い項目は、第一が「公共交通機関（電車・バス）の便利さ」で−0.74

となっており、「不満」及び「どちらかと言えば不満」の回答が 59.1％を占めています。

次いで、「働きがいのある職場の確保」（−0.64）、「商業の振興施策（商店街整備・賑わい創

出策等）」（−0.50）、「工業の振興施策（融資制度・工業誘致等）」（−0.46）、「日常の買い物の

便利さ」（−0.37）、「高齢者が住みやすい環境（ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ等）の状況」（−0.27）、「救急医療体制

の状況（夜間・事故等）」（−0.25）、「観光の振興施策（観光・交流施設の整備等）」（−0.25）、

「スポーツ施設の整備状況・利用のしやすさ」（−0.25）などの順となっています。 

■「住みやすさ・住みにくさ」の評価別理由 

 



H23.7 パブリックコメント 

16 

■市政満足度評価 

 

市政への市民参加の取り組み

文化財・伝統行事の保護対策

雨水、汚水の排水整備状況

美しい景観づくりの取り組み

観光の振興施策

工業の振興施策

商業の振興施策

農林業の振興施策

姉妹都市・国際交流活動の取り組み

日常の買い物の便利さ

交通安全施設の整備状況

防犯対策

行政情報やイベント情報の提供

地域活動への支援

福祉サービスや施設整備の状況

医療サービスの状況

保健サービスの状況

救急医療体制の状況

働きがいのある職場の確保

女性の社会参画のしやすさ

高齢者が住みやすい環境の状況

子育て環境の状況

学校教育環境の状況

生涯学習・文化施設の整備状況・利用のしやすさ

スポーツ施設の整備状況・利用のしやすさ

身近な公園・広場の整備状況

ごみの収集・処理の状況

騒音・振動・悪臭等の公害対策

公共交通機関の便利さ

川・水路・池の整備状況

生活道路の整備状況

火災の防止・消火体制の充実

災害からの安全対策

自然環境の豊かさ

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

26 34.9 32.6

2.8 1 2.6

6.1 20.6 54.2 12.9

3.4 2.9

6.8 20.1 60.3 7.7

1.8 3.3

10.9 24.8 42.8 14 4.6

2.9

4.7 17 53.7 17 4.2

3.4

3.4

8.3 27.2 31.3 27.8

2.1

7.3 17.6 50 15.3 7.2

2.5

11 23.2 43.1 15.2 5.8

1.6

4.2 12.7 52 21.4 7.5

2.2

3.3

8.1 55.6 21.5 8.6

3

3.6

11.8 60.8 16.4

4 3.4

3.2

11.3 58.6 16.7 6.3

4

3.2

13.2 59.1 14.9 5.3

4.3

1.8

8 55.7 25.3 6.1

3.1

0.9

4.9 67.8 17.1

4

5.3

0.9 2.9

40.9 35.2 15.4 4.7

3.4

10.7 51.5 21.4 10

3

5.4 18.1 58.8 11.6

3.4 2.8

4

10.6 54.5 20.3 7.9

2.7

2.5

10 65.1 14.2 4.5

3.7

1.7

6.9 69.1 14.3

3.5

4.5

2.3

9 65.4 15.4

4.1 3.8

2.3

10.8 57.6 20.6 5.9

2.8

3.2

16.4 53.6 18.5 6

2.2

3.4

12.5 40.7 27.1 14

2.4

1.6

6.5 69.5 12.1

4

6.3

2.2

7.8 65 12.9 4.9 7.1

1 2.6

49.1 30.5 10.4 6.3

0.9 2

53.7 25.9 10.1 7.4

1.5

6.6 58.6 20 6.6 6.8

2.3

12.2 62.4 14.7

3.7

4.7

3

13.6 60 14.9 5.4

3.2

2.5

10.9 70.6 9

2

4.9

1.1

5.3 68.8 15.9

4.1

4.7

満足

どちらかと言えば満足

普通

どちらかと言えば不満

不満

不明

（％）

総数=2,022人
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 以上のことから、市民は、自然環境保全・公害防止対策、消防・防災対策、清掃対策、

保健・衛生対策への評価が高く、公共交通対策、産業・雇用政策、医療・福祉政策、教

育・スポーツ政策への評価が低い傾向が見られます。 

 

④ まちづくり活動への参加状況及び意向  

市民の協働型まちづくり活動の取り組み状況は、「現在取り組んでいる」という回答は

8.4％ですが、「機会があれば取り組んでみたい」が 46.1％、「取り組んでみたいがどうし

たらよいかわからない」が 18％と意欲を示す人が全体の 70％以上を占めています。この

結果から市民協働のまちづくりの活発化のためには、機会や情報の提供が求められていま

す。 

 

住民主体のまちづくりについての関心分野は、「子どもを交通事故・不審者から守る活

動」及び「高齢者や障がい者を支援する活動」がそれぞれ 30.6％、29.7％と際立って高

くなっています。その他では、「水路・河川の清掃・美化活動」（21.9％）、「子育て支援活

動」（20.5％）、「防犯・防災のための活動」（18.8％）、「商店街を活性化する活動」

（17.2％）、「公園・遊び場をよくする活動」（17％）などが主な関心分野となっています。

これらのことから、市民はまちづくり活動
．．．．．．．

というよりも、従来型のボランティア活動
．．．．．．．．

への

関心が高いことが伺えます。 

 

■「協働型まちづくりの参加状況及び意向」 

 

女

男

全体

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

8.4 46.1 18 25

2.5

10.6 44 19.5 24

2

6.8 47.8 17 25.7

2.7

現在取り組んでいる

機会があれば取り組んでみたい

取り組んでみたいがどうしたらよいかわからない

取り組むつもりはない

不明

（％）

総数（人）

2,022

810

1,165

2.0

25.0

24.0

17.0

18.0

44.0
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■まちづくり活動の関心分野 

 

特に関心はない

その他

差別や人権侵害をなくす活動

国際交流や外国人と共生するための活動

男女共同参画社会の実現活動

まち並み景観を整える活動

商店街を活性化する活動

伝統行事やお祭りを盛り上げる活動

文化財・史跡を守る活動

防犯・防災のための活動

自治会活動

高齢者や障がい者を支援する活動

公園・遊び場をよくする活動

子どもを交通事故・不審者から守る活動

子育て支援活動

水路・河川の清掃・美化活動

道路の清掃・美化活動

鉄道の駅及び駅前を美しくする活動

街角を花で飾る活動

まちに緑を増やす植樹活動

0 5 10 15 20 25 30 35

10.1

7.6

7.8

17.7

21.9

20.5

30.6

17

29.7

9.1

18.8

5.2

12.8

17.2

8.2

3.9

2.9

6.4

1.9

6.9

（％）

17.0

総数=2,022人


